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『医師確保計画』（＝医療計画に記載する「医師の確保に関する事項」）の策定

医師確保計画を通じた医師偏在対策について

医師偏在指標の大小、将来の需給推計などを
踏まえ、地域ごとの医師確保の方針を策定。

・ 短期的に医師が不足する地域では、医師が多い地域
から医師を派遣し、医師を短期的に増やす方針とする

・ 中長期的に医師が不足する地域では、地域枠・地元
出身者枠の増員によって医師を増やす方針とする 等

医師の確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成
するための具体的な施策を策定する。

・ 大学医学部の地域枠を15人増員する

・ 地域医療対策協議会で、医師多数区域のA医療圏
から医師少数区域のB医療圏へ10人の医師を派遣
する調整を行う 等

医師の確保の方針 目標医師数を達成するための施策

(例)

医師の偏在の状況把握

* 2020年度からの最初の
医師確保計画のみ４年

（医療計画全体の見直
し時期と合わせるため）

国は、都道府県に医師確保計画として以下の内容を策定するよう、ガイドラインを通知。

都道府県による医師の配置調整のイメージ

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師多数区域・医師少数区域の設定
全国の335二次医療圏の医師偏在指標の値を一律に比較し、上位
の一定の割合を医師多数区域、下位の一定の割合を医師少数区
域とする基準を国が提示し、それに基づき都道府県が設定する。

医師偏在指標の算出
三次医療圏・二次医療圏ごとに、医師の偏在の状況を全国ベースで客
観的に示すために、地域ごとの医療ニーズや人口構成､医師の性年齢
構成等を踏まえた医師偏在指標の算定式を国が提示する。

・ 医療需要（ニーズ）及び
将来の人口・人口構成の変化

・ 患者の流出入等
・ へき地等の地理的条件

・ 医師の性別・年齢分布
・ 医師偏在の種別
（区域、診療科、入院／外来）

（例）

医師多数区域

医師少数区域

都道府県

医師が多い地域から少な
い地域に医師が配置され
るような取組を実施

可視化された客観的な
データに基づき、効果的な
施策立案を実施

３年*ごとに、都道府県において計画を見直し（PDCAサイクルの実施）

全国335医療圏

医師偏在指標

医療圏の順位 335位 334位 333位 ３位 ２位 １位

小 大下位○％
⇒医師少数区域

上位○％
⇒医師多数区域

・・・

背景
・ 人口10万人対医師数は、医師の偏在の状況を十分に反映した指標となっていない。
・ 都道府県が主体的・実効的に医師確保対策を行うことができる体制が十分に整っていない。

医師偏在指標で考慮すべき「５要素」

確保すべき医師の数の目標
（目標医師数）

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師確保計画策定時に、３年間の計画期間の終
了時点で確保すべき目標医師数を、医師偏在指
標を踏まえて算出する。



医師確保計画を通じた医師偏在の解消

第７次

第８次(後期)

第８次(前期)

・ ・ ・

2020 2024 2027 XX

医師確保計画に基づく
地域枠・地元出身者枠

の設定

地域枠・地元出身者枠
設定開始

2022

医師確保計画

地域枠・地元出身者枠
設定の政策効果開始

2028

計画見直し

計画見直し

計画見直し

地域枠・地元出身者枠設定の政策効果が一
定程度蓄積したXX年時点で、各都道府県に
おける医師の需要と供給の均衡を達成する

②

三次医療圏間、二次医療圏間の医師偏在の喫緊の課題について、
医師確保計画の各計画期間ごとに効果検証・課題把握と対応策の立案を行い、
早期に効果を発揮する医師偏在対策（短期的な対策）により偏在を是正

①

・
・
・地域枠・地元出身者枠設定の

政策効果が蓄積

※医師需給の均衡を達成した後の医師需要も
踏まえた地域枠・地元出身者枠の設定を行う

第７次計画分

第８次(前期)計画分



都道府県は、三次医療圏・二次医療圏単位で、医師偏在指標を踏まえた
医師の確保数の目標（目標医師数）の設定が義務付けられている

都道府県は、二次医療圏単位で、医師偏在指標に関する基準に従い、
医師少数区域・医師多数区域の設定ができるとされている

都道府県は、医師偏在指標によって示される当該都道府県の医師の多寡
を踏まえ、大学に対し、医学部における地域枠・地元枠の設定・増加の要請
を行うことができることとなる

都道府県は、地域医療支援事務として、都道府県内の医師少数区域等に
おける医師の確保と、当該区域に派遣される医師のキャリア形成の機会の
確保を目的としたキャリア形成プログラムの策定を行うこととされている

都道府県知事は、医師少数区域等における医師数の状況に配慮した上で、
都道府県内の臨床研修病院ごとの研修医の定員を定めることとされている

都道府県は、地域医療支援事務として、都道府県内の医師少数区域等に
おける医療機関をはじめ、医師確保が必要な医療機関で適切に医師が確
保されることを目的とした医師の派遣調整を行うこととされている

都道府県は、医師少数区域等に派遣される医師が勤務することとなる医療
機関の勤務環境の改善の重要性に留意し、医師派遣と連携した勤務環境
改善支援を行うこととされている
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医師偏在指標を活用した医師偏在対策
改正法の施行後、医師偏在指標を活用した医師偏在対策として、主に以下のものが実施されることとなる。

医師少数区域、医師多数区域の設定

臨床研修病院の定員設定

都道府県内での医師の派遣調整

大学医学部における地域枠・地元枠の設定

キャリア形成プログラムの策定

医師確保計画における目標医師数の設定

医療機関の勤務環境の改善支援

厚生労働大臣は、医師少数区域等における一定の勤務経験を通じた地域
医療への知見を有する医師を認定することとされている

地域医療への知見を有する医師の大臣認定

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会（平成30年９月28日）
資料２－１（抜粋・一部改変）
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政策上必要な医師偏在指標の骨格

活用される場面 指標の設定単位 指標の設定時点

医師確保計画における

目標医師数の設定

二次医療圏 現在時点

三次医療圏 現在時点

医師少数区域、
医師多数区域の設定

二次医療圏 現在時点

大学医学部における
地域枠・地元枠の設定

三次医療圏 将来時点*

* このまま追加的な医師偏在対策を講じなかった場合（現在の医師
供給のトレンドが継続した場合）における医師数の偏在を表す指標

※将来時点をどこに設定するかについて、今後検討が必要

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会（平成30年９月28日）
資料２－１（抜粋・一部改変）



医師偏在指標の導入
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１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について（１）ー年齢構成

参照）平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査

地域によって、人口構成が異なる。
65歳以上人口の割合が最大の秋田県と、最小の沖縄県では、14ポイントの差がある。

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会（平成30年９月28日）
資料２－１（抜粋・一部改変）
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１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について（２）ー性別構成

地域によって、男女の比率が異なる。
女性比率が最大の鹿児島県と、最小の愛知県では、３ポイントの差がある。

参照）平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
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１－１．医療需要（ニーズ）及び将来の人口・人口構成の変化について（３）ー年齢ごとの受療率

年齢や性別によって、受療率が異なる。
15歳未満の小児と、高齢者は受療率が比較的高い。
20代から30代にかけては、女性の受療率が比較的高い。

参照）平成26年患者調査
平成27年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査

※推計患者数は、歯科診療所を除いた数

受療率（性年齢階級別）
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１－２．患者の流出入等について①ー昼間と夜間の人口差について（１）

昼間人口と夜間人口が大きく異なる都道府県が存在する。
昼間人口は夜間人口と比べて、最も増加する東京都で約240万人増、最も減少する埼玉県で約
81万人減となる。

参照）平成27年国勢調査

夜間人口（※１）と昼間人口（※２）の比較（都道府県別）

： 10％以上増加

： ３％以上10％未満増加

： ３％以上10％未満減少

： 10％以上減少

※１ 夜間人口：調査時に当該地域に常住している人口

※２ 昼間人口：当該地域の夜間人口から他の地域へ通勤・
通学している者を減じ、他の地域から通勤・通学に来て
いる者を加えた人口

昼間人口が夜間人口に比べて



： 10％以上増加

： ３％以上10％未満増加

： ３％以上10％未満減少

： 10％以上減少
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１－２．患者の流出入等について①ー昼間と夜間の人口差について（２）

昼間人口10万人対医師数は夜間人口10万人対医師数と比べて、最も増加する奈良県で約27
ポイント増、最も減少する東京都で約46ポイント減となる。

参照）
平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
平成27年国勢調査

夜間人口（※１） 10万人対医師数と昼間人口（※２） 10万人対医師数の比較（都道府県別）

※１ 夜間人口：調査時に当該地域に常住している人口

※２ 昼間人口：当該地域の夜間人口から他の地域へ通勤・
通学している者を減じ、他の地域から通勤・通学に来て
いる者を加えた人口

昼間人口10万人対医師数が
夜間人口10万人対医師数に比べて



（参考）地域医療構想における患者流出入の考え方

構想区域の医療需要は、患者の住所地を使用する。

都道府県間において患者流出入が大きい場合は、当該構想区域内の医療機関で入院医療を
行う患者数について、調整を行う。少なくとも、2025 年の医療需要に対し、患者の流出入が
20％又は1,000 人を超える場合は、調整のための協議を行う。

都道府県間で供給数の増減を調整する場合には、都道府県内の関係部局や医療関係者の
意見を踏まえ、自都道府県の考え方をまとめる。また、自都道府県内の構想区域間の供給数
の増減を調整する場合も同様に、医療関係者や市町村の意見を踏まえ、自都道府県の考え
方をまとめる。

以上の考え方を踏まえ、都道府県は、関係する都道府県や都道府県内の医療関係者との間
で、当該構想区域の医療機関で入院医療を行う患者数を調整し、将来のあるべき医療提供
体制を踏まえ、丁寧かつ十分な協議を行い、医療機関で入院医療を行う推定患者数を確定す
る。

１－２．患者の流出入等について②ー患者の流出入について（１）

○地域医療構想策定ガイドライン（一部抜粋・要約）
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１－２．患者の流出入等について②ー患者の流出入について（２）

患者の受療行動は患者住所地以外の地域でも見られ、都道府県間で患者の流出入が発生している。
都道府県間流入率は最大で東京都の10.7%（患者流入：医療施設住所地外の患者による受診）
都道府県間流出率は最大で埼玉県の10.4%（患者流出：患者住所地外の医療機関への受診）

参照）平成26年患者調査

流入率＝
当該地域外に居住する入院患者数＋当該地域外に居住する外来患者数

当該地域内の医療施設における入院患者数＋当該地域内の医療施設における外来患者数

流出率＝
当該地域外の医療施設で入院した患者数＋当該地域外の医療施設を外来受診した患者数

当該地域内に居住する外来患者数＋当該地域内に居住する入院患者数

： 流入率・流出率が10%以上

都道府県間の患者総数の流入率・流出率



１－３．へき地等の地理的条件について（１）

へき地の考え方

⃝ 無医地区、準無医地区などのへき地保健医療対策を実施することが必要とされている地域

無医地区・準無医地区について

⃝ 無医地区（全国637ヶ所※１）
• 第３次へき地保健医療計画が策定された昭和３３年に規
定されたもの

• 原則として医療機関※２のない地域で、当該地域の中心
的な場所を起点としておおむね半径４kmの区域※３内に
人口５０人以上が居住している地域であって、かつ容易
に医療機関を利用することができない※４地区

⃝ 準無医地区（全国420ヶ所※１）
• 第７次へき地保健医療計画が策定された平成３年に規定
されたもの

• 無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と
各都道府県が判断し※５、厚生労働大臣に協議し適当と認
めた地区

※１ 平成26年９月30日時点

※２ 病院及び一般診療所をいい、へき地診療所等で定期的に開診されている場合を含む。
（１） 診療日の多少に関わらず、定期的に開催していれば無医地区とはならない。
（２） 診療所はあるが、医師の不在等の理由から「休止届」がなされている場合は無

医地区として取扱う。

※３ 地図上空間距離を原則とするが、その圏域に存在する集落間が山、谷、海などに
より断絶されている場合は分割して差し支えない。

※４ 下記における交通事情が次の状況にある場合をいう。
（１） 地区の住民が医療機関まで行くために利用することができる定期交通機関がな

い場合
（２） 地区の住民が医療機関まで行くために利用することができる定期交通機関はあ

るが、１日３往復以下であるか、または４往復以上であるが、これを利用しても
医療機関まで行くために必要な時間（徒歩が必要である場合は徒歩に必要な時間
を含む。）が１時間をこえる場合

（３） ただし、上記（１）または（２）に該当する場合であっても、タクシー、自家
用車（船）の普及状況、医師の往診の状況等により、受診することが容易である
と認められる場合を除く。

※５ 無医地区の定義には該当しないが、無医地区として取り扱うべき特殊事情として次
に掲げる要件のいずれかに該当する場合に、無医地区に準じる地区として適当とと認
められる地区であるか判断する。
（１） 半径４km地区内の人口が50人未満で、かつ、山、谷、海などで断絶されていて、

容易に医療機関を利用することができないため、巡回診療が必要である。
（２） 半径４km地区内に医療機関はあるが診療日数が少ない（概ね３日以下）、又は

診療時間が短い（概ね４時間以下）ため、巡回診療等が必要である。
（３） 半径４km地区内に医療機関はあるが眼科、耳鼻咽喉科などの特定の診療科目

がないため、特定診療科についての巡回診療等が必要である。
（４） 地区の住民が医療機関まで行くために利用することできる定期交通機関があり、

かつ、１日４往復以上あり、また、所要時間が１時間未満であるが、運行している
時間帯が朝夕に集中していて、住民が医療機関を利用することに不便なため、巡回
診療等が必要である。

（５） 豪雪地帯等において冬期間は定期交通機関が運行されない、又は極端に運行数
が少なくなり、住民が不安感を持つため、巡回診療等が必要である。

＜へき地診療所＞
交通条件及び自然的、経済的、社会的条件に恵まれない山間地、離島その他の地
域のうち医療の確保が困難である無医地区及び準無医地区において、地域住民の
医療を確保することを目的として、都道府県、市町村等が設置する診療所。設置
すると当該地域は、無医地区または準無医地区ではなくなる。
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無医地区・準無医地区が存在する二次医療圏の割合について、人口10万人対医師数を踏まえてヒストグラムを作成すると、次のようになる。
• 二次医療圏を、人口10万人対医師数の多い順に20個ずつグループ化（321～335位は15個）。
• 各グループに含まれる二次医療圏のうち、無医地区・準無医地区を1つ以上有する二次医療圏の割合を表示。
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１－３．へき地等の地理的条件について（２）

無医地区、準無医地区を含む二次医療圏であっても、人口10万人対医師数にばらつきがある。
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参照）
平成26年度無医地区等調査
平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
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１－４．医師の性別・年齢分布について（１）

地域によって医師の年齢分布が異なる。
65歳以上の医師の割合が最も高い長崎県と、最も低い東京都では約10ポイントの差がある。

参照）平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査
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１－４．医師の性別・年齢分布について（２）

地域によって医師の男女比が異なる。
医師の女性割合が最も高い東京都と、最も低い福島県では約15ポイントの差がある。

参照）平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査



「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」における、性別、年齢階級ごとの医師の平均労働時間
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１－４．医師の性別・年齢分布について（３）

性別や年齢によって医師の平均労働時間に差がある。

性・年齢階級別の週当たり平均勤務時間（単位：時間）

男性 女性

20歳代 64:03 59:23

30歳代 62:40 49:04

40歳代 58:43 43:14

50歳代 52:59 45:05

60歳代 44:33 39:43

70歳代以上 34:23 32:24

※ 医師全体の週当たり平均勤務時間は51:42

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成

※ 勤務時間：診療時間（外来診療、入院診療、在宅診療に従事した時間。）、診療外時間（教育、研究・自己研修、会議・管理業務等に従事した時間。）、待機時間（待機時間：当直の時間（通常の勤務時間とは別に、

院内に待機して応急患者に対して診療等の対応を行う時間。実際に患者に対して診療等の対応を行った時間は診療時間にあたる。）のうち診療時間及び診療外時間以外の時間。）の合計（オンコールの待機時間は勤

務時間から除外した。オンコールは、通常の勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと）。



外来患者の年齢階級別分布 （歯科を除く）

○ 外来患者数は、入院患者数と外来患者数の合計の約８割で、そのうち無床診療所を受診する者が約６割を占める。

入院／外来患者の施設別割合 （歯科を除く）

0
100
200
300
400
500
600
700
800

参照）平成26年患者調査

一般診療所

病院

外来患者の傷病別割合 （歯科を除く）

0 2 4 6 8 10 12 14 16

周産期に発生した病態

先天奇形，変形及び染色体異常

妊娠，分娩及び産じょく

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で…

耳及び乳様突起の疾患

神経系の疾患

感染症及び寄生虫症

新生物

精神及び行動の障害

腎尿路生殖器系の疾患

皮膚及び皮下組織の疾患

消化器系の疾患

損傷，中毒及びその他の外因の影響

眼及び付属器の疾患

健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービス…

内分泌，栄養及び代謝疾患

呼吸器系の疾患

筋骨格系及び結合組織の疾患

循環器系の疾患

一般診療所

病院

(%)

健康状態に影響を及ぼす要因
及び保健サービスの利用

症状，徴候及び異常臨床所見・
異常検査所見で他に分類されないもの

血液及び造血器の疾患並びに
免疫機構の障害

（千人）

入院（病院）,
1,273千人,
うち96.5%

外来,
5,875千人,

81.7%

入院（有床診療所）,
46千人うち3.5%

外来（病院）,
1,642千人,
うち27.9%

外来（有床診療所）,
672千人,うち11.4%

外来（無床診療所）,
3,561千人,
うち60.6%

入院,
1,319千人,

18.3%

１－５．医師偏在の種別について①ー入院外来別の医師偏在について（１）
医療従事者の需給に関する検討会
第14回 医師需給分科会（平成29年11月８日）
資料２（抜粋・一部改変）



人口10万対無床診療所数

103.8 

81.5 

69.9 
63.3 

特別区 政令市 中核市 その他

（上位５二次医療圏）
二次医療圏 都道府県 無床診療所数

区中央部 東京 248.8 

大阪市 大阪 123.1 

区西南部 東京 119.1 

益田 島根 114.3 

区西部 東京 113.5 

（下位５二次医療圏）
二次医療圏 都道府県 無床診療所数

鹿行 茨城 37.1 

熊毛 鹿児島 36.2 

相双 福島 35.2 

遠紋 北海道 32.9 

根室 北海道 26.5 

診療所の純増数の推移（開設－廃止）

※全国平均：71.8 600

400

200

0

指定都市・特別区

全体

その他

中核市

○ 無床診療所の医師数は、病院・診療所の約１／３。
○ 無床診療所は都市部に開設が偏る傾向がある。

二次医療圏別の人口10万対無床診療所数

平成20年 平成23年 平成26年

参照）平成20・23・26年医療施設調査

医療施設別の施設数・医師数 （常勤換算）

施設数 医師数

病院 ８，４９３
（ ８％）

２０４，７００
（６１％）

有床診療所 ８，３５５
（ ８％）

１５，６０５
（ ５％）

無床診療所 ９２，１０６
（８４％）

１１５，０７４
（３４％）

１－５．医師偏在の種別について①ー入院外来別の医師偏在について（２）
医療従事者の需給に関する検討会
第14回 医師需給分科会（平成29年11月８日）
資料２（抜粋・一部改変）



人口10万人対医師数における課題 医師偏在指標における対応

１－１．
人口構成（性・年齢構成）の違いを反映できていない

地域ごとの医療需要について、人口構成の違いを踏まえ、
受療率を用いて性年齢調整を行ったものを用いてはどうか。

１－２．
患者の流出入等を反映できていない

昼間人口と夜間人口のそれぞれを用い、実態に応じた一
定の重み付けを行ったものを用いてはどうか。
患者の流出入に関しては、患者住所地を基準に流出入
実態を踏まえ、都道府県間調整を行うこととしてはどうか。

１－３．
へき地等の地理的条件を反映できていない

法律上、医師確保対策の対象とされている「医師の確保
を特に図るべき区域」に、医師少数区域以外の二次医療
圏に存在する無医地区、準無医地区（へき地診療所設
置済み地区を含む。）も一定の考え方の下、含めることを
検討してはどうか

１－４．
医師の性別・年齢分布について反映できていない

医師の性・年齢階級別の平均労働時間で重み付けを
行ったものを用いてはどうか。

１－５．
入院、外来などの機能ごとの偏在の状況、診療科別の医
師の偏在の状況を反映できていない

入院外来別の医師偏在については、外来医療機能の不
足・偏在等への対応について検討する際に併せて検討す
ることとしてはどうか。
診療科別の医師偏在については、喫緊の対応として小児
科と産科についての指標を暫定的に作成してはどうか。
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２－１．課題の整理



• 医師数は、性別ごとに20歳代、30歳代・・・60歳代、70歳以上に区分して、平均労働時間の違いを用いて調整する。

• 従来の人口10万人対医師数をベースに、地域ごとに性年齢階級による受療率の違いを調整する。

医師偏在指標 ＝
地域の人口

標準化医師数
× 地域の標準化受療率比（※１）÷ 10万

標準化医師数 = ∑性年齢階級別医師数 × 性年齢階級別平均労働時間
全医師の平均労働時間

地域の標準化受療率比(※１) ＝ 地域の期待受療率 ÷ 全国の期待受療率（※２）
Σ（全国の性年齢階級別受療率×地域の性年齢階級別人口）

地域の人口
地域の期待受療率(※２) ＝

２－２．医師偏在指標について



産科・小児科の
医師偏在指標について

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会（平成30年９月28日）
資料２－２（抜粋・一部改変）



産科医師偏在指標について ー 診療行為との紐付け

診療科と診療行為の紐付けが一定程度明確な診療科と、紐付けが困難な診療科が存在する。
産科については、紐付けが一定程度明確である。

診療所で実施された帝王切開術のうち、93.6%が産婦人科を標榜し
ている診療所で実施されている。

診療行為と診療科の紐付けが比較的明確であるため、診療科ごと
の医療需要が一定程度明確に算出可能である。

参照）平成２９年 社会医療診療行為別統計

産科の場合 （例：帝王切開）

診療所で施行された創傷処置（100㎠未満）のうち、21.2%が内科、
14.1%が外科、28.4%が整形外科、20.1%が皮膚科、9.9%が眼科を標
榜している診療所で施行されている。

診療行為と診療科の紐付けが困難である。

参照）平成２９年 社会医療診療行為別統計

他の診療科の場合 （例：創傷処置）

※診療所における外来レセプトに関して、平成29年度の５月の1ヶ月間の間に、各診療科を主に
標榜している診療所が、どの診療行為、加算を算定しているかを示したもの

※診療所における外来レセプトに関して、平成29年度の５月の1ヶ月間の間に、各診療科を主に
標榜している診療所が、どの診療行為、加算を算定しているかを示したもの
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産科医師偏在指標の基本的考え方について
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• 産科の医療需要については、地域毎に15歳ー49歳女性人口あたりの分娩数が異なることか
ら、地域ごとの15歳ー49歳女性人口あたり分娩件数を基準として考えてはどうか。

• 産科医師の性・年齢構成等の地域差についても、性・年齢等によって平均労働時間等が異
なると考えられることから、これらによる重み付けを行ってはどうか。
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小児科医師偏在指標について ー 診療行為との紐付け

診療科と診療行為の紐付けが比較的明確な診療科と、紐付けが困難な診療科が存在する。
小児科については、一定の仮定の下に紐付けが可能ではないか。

15歳未満の小児の診療に関しては、小児科医だけではなく、内科医や皮膚科医、耳鼻科医
なども一定程度、医療を提供している。

一方、医療需要の総数は、15歳未満の小児の受療率から把握可能ではないか。

15歳未満の小児人口を基本として、小児科医が対応している頻度が一定であると仮定する
ことにより、暫定的に医療需要を算出することが可能ではないか。

参照）平成２９年 社会医療診療行為別統計

小児科の場合 ※診療所における外来レセプトに関して、平成29年度の５月の1ヶ月間の間に、各診療科を主に
標榜している診療所が、どの診療行為、加算を算定しているかを示したもの
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小児科医師偏在指標について ー 年齢ごとの受療率

年齢や性別によって、受療率が異なる。
15歳未満の小児の中でも、0～4歳の受療率が高い。

参照）平成26年患者調査
平成27年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査

※推計患者数は、歯科診療所を除いた数



小児科医師偏在指標の基本的考え方について

68

• 小児科の医療需要については、年齢ごとの受療率の違いを踏まえ、15歳未満の人口を元に、
地域ごとに性年齢調整を行ったものを用いてはどうか。

• 小児の診療は小児科医に限らず、内科医や耳鼻いんこう科医等によって診療されているため、
医療需要の一定割合について小児科医が対応しているものと考えてはどうか。

• 小児科医の性・年齢構成等の地域差についても、性・年齢等によって平均労働時間等が異
なると考えられることから、これらによる重み付けを行ってはどうか。



将来の診療科ごとの
医師の需要の明確化について

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会（平成30年９月28日）
資料２－３（抜粋・一部改変）



○ 医師需給分科会第２次中間取りまとめにおいては、「医師が、将来の診療科別の医療
ニーズを見据え、適切に診療科を選択することで診療科偏在の是正につながるよう、人口
動態や疾病構造の変化を考慮した診療科ごとに将来必要な医師数の見通しを、国全体・都
道府県ごとに明確化し、国が情報提供すべきである。」とされた。

○ 現在、医師数は継続的に増加している一方、その増分は一部の診療科に集中しており、診療科
ごとの労働時間には大きな差が存在している。

○ 一方、現行では、 診療科別の医師のニーズは不明確であり、医師は臨床研修修了後に自主的
に主たる診療科を選択している。

○ また、新専門医制度においても、診療科偏在の是正策は組み込まれていない。

○ 医師が、将来の診療科別の医療需要を見据えて、適切に診療科選択ができる情報提供の仕組
みが必要。

将来の診療科ごとの医師の需要の明確化について

現状と課題
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対応



現状の医療の姿を前提とした人口動態・疾病構造変化を考慮した診療科ごとの医師の需
要の変化を推計し、現時点で利用可能なデータを用いて、必要な補正を行なった将来の
診療科ごとの医師の需要を推計

診療科ごとの医師の需要を決定する代表的な疾病・診療行為を抽出し、診療科と疾病・
診療行為の対応表を作成

将来の医師等の働き方の変化や医療技術の進歩による需要の変化については、定量的
なデータが得られた時点で、順次、需要推計に反映させる。

将来の診療科ごとの医師の需要を明確化するにあたっての
具体的な手順（案）

当
面
の
対
応

将
来
の
課
題
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考慮すべき要素の例：

・医療ニーズ ・将来の人口・人口構成の変化 ・医師偏在の度合いを示す単位（区域、診療科、入
院／外来） ・患者の流出入 ・医師の年齢分布 ・へき地や離島等の地理的条件 等

医療従事者の需給に関する検討会
第１3回 医師需給分科会 資料

（改）
平成29年10月25日

○ 将来の診療科ごとの医師の需要の明確化にあたっては、診療科と疾病・診療行為の対応
表等を作成するために必要なデータの整理等を行う必要であり、まずは、事務的に、こう
した整理を行った上で、具体的な議論を行うこととしてはどうか。

対応（案）



医師少数区域、医師多数区域の
設定等について

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会（平成30年９月28日）
資料３（抜粋・一部改変）



都道府県は、三次医療圏・二次医療圏単位で、医師偏在指標を踏まえた
医師の確保数の目標（目標医師数）の設定が義務付けられている

都道府県は、二次医療圏単位で、医師偏在指標に関する基準に従い、
医師少数区域・医師多数区域の設定ができるとされている

都道府県は、医師偏在指標によって示される当該都道府県の医師の多寡
を踏まえ、大学に対し、医学部における地域枠・地元枠の設定・増加の要請
を行うことができることとなる

都道府県は、地域医療支援事務として、都道府県内の医師少数区域等に
おける医師の確保と、当該区域に派遣される医師のキャリア形成の機会の
確保を目的としたキャリア形成プログラムの策定を行うこととされている

都道府県知事は、医師少数区域等における医師数の状況に配慮した上で、
都道府県内の臨床研修病院ごとの研修医の定員を定めることとされている

都道府県は、地域医療支援事務として、都道府県内の医師少数区域等に
おける医療機関をはじめ、医師確保が必要な医療機関で適切に医師が確
保されることを目的とした医師の派遣調整を行うこととされている

都道府県は、医師少数区域等に派遣される医師が勤務することとなる医療
機関の勤務環境の改善の重要性に留意し、医師派遣と連携した勤務環境
改善支援を行うこととされている
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医師偏在指標を活用した医師偏在対策
改正法の施行後、医師偏在指標を活用した医師偏在対策として、主に以下のものが実施されることとなる。

医師少数区域、医師多数区域の設定

臨床研修病院の定員設定

都道府県内での医師の派遣調整

大学医学部における地域枠・地元枠の設定

キャリア形成プログラムの策定

医師確保計画における目標医師数の設定

医療機関の勤務環境の改善支援

厚生労働大臣は、医師少数区域等における一定の勤務経験を通じた地域
医療への知見を有する医師を認定することとされている

地域医療への知見を有する医師の大臣認定
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医師少数区域及び医師多数区域の設定について

医療法上、都道府県は、二次医療圏単位で、医師偏在指標に関する基準に従い、医師少数区域・
医師多数区域の設定ができるとされている。

• 医師少数区域・医師多数区域の設定に用いる、医師偏在指標に関する基準をどのように定めるか。
全国の335二次医療圏の医師偏在指標の値を一律に比較し、上位○%を医師多数区域、
下位○%を医師少数区域とすることとしてはどうか。
基準を定めるに当たっては、例えば、固定値を用いる、標準偏差を用いるなどの方法が考えられ、
医師少数区域・医師多数区域に関する各施策の詳細について検討した上で、それらを踏まえて
議論することが適当ではないか。

・医療法（昭和23年法律第205号）
第30条の４
６ 都道府県は、第二項第十一号に掲げる事項を定めるに当たつては、提供される医療の種別として厚生労働省令で定めるものごとに、同号ロに規
定する指標（※医師偏在指標）に関し厚生労働省令で定める基準に従い、医師の数が少ないと認められる同項第十四号に規定する区域（※二次医
療圏）を定めることができる。

７ 都道府県は、第二項第十一号に掲げる事項を定めるに当たつては、提供される医療の種別として厚生労働省令で定めるものごとに、同号ロに規
定する指標（※医師偏在指標）に関し厚生労働省令で定める基準に従い、医師の数が多いと認められる同項第十四号に規定する区域（※二次医療
圏）を定めることができる。

全国335医療圏

○％ ○％

医師少数区域 医師多数区域

医師偏在指標：小 ← → 医師偏在指標：大



○ 医師確保対策は、二次医療圏ごとに設定された医師少数区域を基本としつつも、実際の対策の実施に当たっては、
地域の医療ニーズに応じたきめ細かい対応を図るため、二次医療圏よりも小さい区域での柔軟な対策を可能とするこ
とが適当である。

○ このため、法律上、各種医師確保対策の対象として、「医師の確保を特に図るべき区域」という概念を設けている。

・医療法（昭和23年法律第205号）（抄）（平成31年４月１日施行）

第十二条 （略）
２ （略）
一 医師の確保を特に図るべき区域（第三十条の四第六項に規定する区域その他

厚生労働省令で定める区域をいう。以下同じ。）内に開設する診療所を管
理しようとする場合

二～五 （略）

第三十条の二十三 （略）
２ 前項の規定により地域医療対策協議会において協議を行う事項は、次に掲げる
事項とする。
一 医師の確保を特に図るべき区域における医師の確保に資するとともに、医師
の確保を特に図るべき区域に派遣される医師の能力の開発及び向上を図ること
を目的とするものとして厚生労働省令で定める計画に関する事項
二 医師の派遣に関する事項
三 第一号に規定する計画に基づき医師の確保を特に図るべき区域に派遣された
医師の能力の開発及び向上に関する継続的な援助に関する事項
四 医師の確保を特に図るべき区域に派遣された医師の負担の軽減のための措置
に関する事項
五 医師の確保を特に図るべき区域における医師の確保のために大学と都道府県
とが連携して行う文部科学省令・厚生労働省令で定める取組に関する事項
六 （略）
七 その他医療計画において定める医師の確保に関する事項
３・４ （略）

医師の確保を特に図るべき区域 ＝ 医師少数区域 ＋ その他厚生労働省令で定める区域

「医師の確保を特に図るべき区域」のイメージ

普通

二次医療圏単位では医師少数区
域に該当しない圏域内に存在する、
離島や山間部等のへき地など

少数区域

Ａ県

普通 多数区域

医師少数区域以外の医師の確保を特に図るべき区域について

○ 医師少数区域以外の医師の確保を特に図るべき区域については、二次医療圏よりも小さい区域とし、都道府県が地
域の実情に応じて設定できるよう、都道府県内の医師少数区域以外の二次医療圏に存在する無医地区、準無医地区
（へき地診療所を設置し、定義上、無医地区又は準無医地区ではなくなった地域も含む。）に加え、都道府県知事が
厚生労働大臣に協議の上で定める地域としてはどうか。



目標医師数及び
目標医師数を達成するための施策について

医療従事者の需給に関する検討会
第23回 医師需給分科会（平成30年10月24日）
資料２（抜粋・一部改変）



目標医師数の基本的な考え方（案）

医師偏在指標 小 大

医療圏の順位 335位 334位 333位 ３位 ２位 １位・・・

医師偏在指標 小 大

医療圏の順位 335位 334位 333位 ３位 ２位 １位・・・

医師偏在指標 大

医療圏の順位 335位 １位・・・

・
・
・

医師少数区域 ：
計画終了時点の医師偏在指標の値が、計画開始時点の医師少数区域の
基準値（下位○％）に達することとなる医師数を目標医師数に設定

複数の計画期間を通じて、段階的に偏在の解消を図る

三次医療圏

医師偏在指標 小 大

医師少数
三次医療圏

医師多数
三次医療圏

医療圏の順位 52位 51位 50位 ３位 ２位 １位・・・

医師偏在指標 小 大

医療圏の順位 52位 51位 50位 ３位 ２位 １位・・・

医師偏在指標 小 大

医療圏の順位 52位 １位・・・

・
・
・

複数の計画期間を通じて、段階的に偏在の解消を図る

計画終了時点の医師偏在指標の値が、計画開始時点の医師少数三次医療
圏の基準値（下位○％）に達することとなる医師数を目標医師数に設定
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→ 計画開始時点で基準値を下回る三次医療圏 ： 医師確保が必要
→ 計画開始時点で基準値を上回る三次医療圏 ： 目標を達成済

その他の区域 ： 都道府県が独自に目標を設定
（国が、参考値として医師偏在指標が全国平均値と等しい値になる医師数を提示）

第７次
計画

二次医療圏

第８次(前期)
計画

第○次
計画

・
・
・

第７次
計画

第８次(前期)
計画

第○次
計画

・
・
・

小

• 目標医師数を次のように設定することとしてはどうか。

（下位○％） （上位○％）

医師少数区域 医師多数区域

（下位○％） （上位○％）



• 計画終了時点の医師偏在指標の値が、計画開始時点の医師少数三次医療圏の基準値（下位
○％）に達することとなる医師数を目標医師数に設定することとしてはどうか。

計画開始時点で基準値を下回る三次医療圏 ： 医師確保が必要
計画開始時点で基準値を上回る三次医療圏 ： 目標を達成済
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三次医療圏の目標医師数の設定イメージ

0
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医師偏在
指標 小 大

医師少数三次医療圏 医師多数三次医療圏

全国52三次医療圏

医師少数三次
医療圏の基準値⇒

目標医師数の達成の
ために必要な医師を確保

三次医療圏の目標医師数の設定イメージ

医師少数三次医療圏の基準値

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ （医療圏）

（下位○％） （上位○％）

目標医師数

今後増加する医師数分の人数を配置

人口10万対医師数の年次推移（将来推計）

⇒

目標医師数
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二次医療圏の目標医師数の設定イメージ

計画終了時点の医師偏在指標の値が、計画
開始時点の医師少数区域の基準値に達する
こととなる医師数を目標医師数に設定

医師偏在指標 小 大

医師少数区域 医師多数区域

全国335医療圏

二次医療圏の目標医師数の設定イメージ

医師少数区域の基準値

都道府県が独自に目標医師数を設定
（国が、参考値として医師偏在指標が全国

平均値と等しい値になる医師数を提示）

• 医師少数区域については、計画終了時点の医師偏在指標の値が、計画開始時点の医師少数区
域の基準値（下位○％）に達することとなる医師数を目標医師数に設定することとしてはどうか。

• その他の区域については、都道府県が独自に目標を設定することとしてはどうか。
（国が、参考値として医師偏在指標が全国平均値と等しい値になる医師数を提示してはどうか。）

（下位○％） （上位○％）

⇒

目標医師数



将来時点の医師偏在指標及び
将来時点における必要医師数について

医療従事者の需給に関する検討会
第23回 医師需給分科会（平成30年10月24日）
資料３－１（抜粋・一部改変）
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将来時点の医師偏在指標について



将来時点の医師偏在指標の要素について

将来時点の医師偏在指標についても、現在時点の医師偏在指標と同様の考え方を用いることとしてはどうか。
ただし、一部の要素については、現在時点の医師偏在指標の考え方の修正が必要ではないか。
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人口10万人対医師数における課題 将来時点の医師偏在指標における対応

１．
人口構成（性・年齢構成）の違いを反映できて
いない

現在時点の医師偏在指標と同様の考え方を用いてはどうか。
ただし、人口構成等の経時変化を反映することとしてはどうか。

２．
患者の流出入等を反映できていない

現在時点の医師偏在指標と同様の考え方を用いてはどうか。
ただし、患者の流出入に関して、都道府県間での調整の上で経時
変化を見込むこともできることとしてはどうか。

３．
へき地等の地理的条件を反映できていない

現在時点の医師偏在指標と同様の考え方を用いてはどうか。

４．
医師の性別・年齢分布について反映できていない

現在時点の医師偏在指標と同様の考え方を用いてはどうか。
ただし、医師数については、医師供給推計の値を用いることとして
はどうか。

５．
入院、外来などの機能ごとの偏在の状況、診療科
別の医師の偏在の状況を反映できていない

現在時点の医師偏在指標と同様の考え方を用いてはどうか。



• 医師数は、性別ごとに20歳代、30歳代・・・60歳代、70歳以上に区分して、平均労働時間の違いを用いて調整す
る。

• 従来の人口10万人対医師数をベースに、地域ごとに性年齢階級による受療率の違いを調整する。

将来時点の医師偏在指標 ＝ 将来時点の地域の人口
将来時点の地域の標準化医師数

× 将来時点の地域の標準化受療率比（※１）÷ 10万

将来時点の医師偏在指標について
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注） 患者の流出入に関しては、患者住所地を基準に流出入実態を踏まえ、都道府県間調整を行うこととする。
へき地などの地理的条件については、「医師の確保を特に図るべき区域」として、一定の考え方の下で考慮することとする。

標準化医師数 = ∑性年齢階級別医師数 × 性年齢階級別平均労働時間
全医師の平均労働時間

地域の標準化受療率比(※１) ＝ 地域の期待受療率 ÷ 全国の期待受療率（※２）
Σ（全国の性年齢階級別受療率×地域の性年齢階級別人口）

地域の人口
地域の期待受療率(※２) ＝


